
対アジア（ICA会員組織）

課題・背景
ウクライナ情勢の影響による世界的な⾷料価格の⾼騰や気候変動による⾷料不⾜等に
よって、⾷料安全保障が重要視される中、アジア・アフリカ地域においては、⾷料システム
や農⺠組織等の脆弱性などの課題を抱えている。これらの課題克服のため、農協・農⺠
組織等の強化に取り組む⼈材の育成が重要となっている。

事業概要
ICAへの拠出により、以下を実施します。
① 農⺠組織に所属する研修員に対し、広く研修を実施
② 選考した研修員に対し、現地視察等を通じた農⺠組織⼒強化に資する⼈材の育成
③ 研修OBに対し、アンケート調査及び現地訪問によるフォローアップ指導の実施

期待される効果
〇我が国が重視する国から研修員を招へいすることにより、我が国の農業政策等の周知・
啓蒙を図ります。

〇農⺠組織⼈材育成を通じた地域経済の活性化により、世界の持続的な⾷料安全保
障の確⽴に貢献します。

［お問い合わせ先］輸出・国際局 新興地域グループ（03－3502－5930）

20 アジア・アフリカ地域の農⺠組織等の能⼒向上⽀援事業
【令和７年度予算概算決定額 27（39）百万円】

＜対策のポイント＞
地域経済の活性化ひいては世界の⾷料安全保障の確⽴に貢献するため、国際機関等と連携し、農⺠組織等の育成・強化及び⽣産性・品質の向上に
資する⼈材の育成を⽀援します。

＜事業⽬標＞
各研修終了後の研修員のアクションプランの共有率80％、各研修修了１年後のアクションプランの実⾏／着⼿率70％以上。
（アフリカ地域及び後発開発途上国は50％以上）

国 国際協同組合同盟（ICA）
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＜事業の流れ＞

⽇本（100%）

・アクションプランの
進捗状況確認
・指導員による指導

※オンラインの導⼊検討
・講義及び意⾒交換
・現地視察
・アクションプランの作成

・所属先に対して報告
・アクションプラン着⼿準備

テーマ別研修

フォローアップ

アクションプラン共有

・ICA会員組織
・国際組織 等

拠出 連携

農⺠組織の能⼒向上による⾷料安全保障の確⽴

事業実施

⽇本 ICA 協⼒機関


